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貸借対照表（資産の部）
（単位：百万円）

科目 令和5年度 令和4年度 増減額

資産の部

現金預金（38億円） 流動資産 22,140 24,802 △ 2,662
現金預金 3,797 6,721 △ 2,924
未収金 3,324 3,677 △ 352
徴収不能引当金 △ 1,092 △ 1,748 656

未収金（33億円） 基金 14,564 14,304 260
短期貸付金 731 1,146 △ 414
徴収不能引当金 △ 1 △ 1 0
その他 817 704 113

徴収不能引当金（△11億円）

　未収金の徴収不能見込額を計上しています。 固定資産 1,384,552 1,379,319 5,234
事業用資産 494,228 484,631 9,597

基金（146億円） 土地 365,006 363,160 1,846
建物・工作物 123,804 114,360 9,444
建設仮勘定 3,043 4,508 △ 1,465
その他 2,375 2,603 △ 228

インフラ資産 839,337 840,938 △ 1,601
土地 791,935 791,092 843
建物・工作物 47,250 49,681 △ 2,431

事業用資産（4942億円） 建設仮勘定 153 165 △ 12
物品 3,982 3,784 198
投資その他の資産 47,005 49,966 △ 2,961

出資金 7,030 6,931 99
長期貸付金 16,569 17,378 △ 808
徴収不能引当金 △ 11 △ 13 1

土地（事業用資産）（3650億円） 基金 23,456 25,711 △ 2,255
基金貸付金徴収不能引当金 △ 39 △ 41 2
その他 - - -

資産の部合計 1,406,692 1,404,121 2,572

インフラ資産（8393億円）

　道路及び水路の資産です。

土地（インフラ資産）（7919億円）

　前年度に比べて8億円増加しています。

建設仮勘定（事業用資産30億円＋インフラ資産2億円）

物品（40億円）

　取得価額が100万円以上の物品15億円、図書館資料25億円を計上しています。

（右ページに続く）

　固定資産を取得する場合における支出及びその付随的支出を、資産が完成するまでの間計上するものです。
　主な内訳は、佐井寺西土地区画整理事業 13億円、市庁舎管理事業 4億円、上の川周辺整備事業 3億円、
小学校管理事業 2億円です。

　市庁舎や学校など、主に公共用に使用する資産の
うちインフラ資産を除く資産で、土地や建物などの有
形固定資産のほか、特許権等の無形固定資産を含
んでいます。

　前年度に比べて18億円増加しています。
　土地の主な内訳：公園緑地事業 1995億円、小学校
管理事業 472億円、中学校管理事業 279億円、ス
ポーツ施設事業 168億円、財産管理事業 85億円、
市営住宅事業 71億円、青少年クリエイティブセン
ター事業 48億円、介護保険サービス整備等事業 43
億円、コミュニティ施設事業 39億円、消防事業 35億
円

固定資産（1兆3846億円）
流動資産以外のもの

貸借対照表

　貸借対照表は、財務諸表の作成基準日における資産、負債及び純資産の状況を明らかにする
ことを目的として作成する計算書です。
　令和6年3月31日現在、1兆4067億円の資産と992億円の負債があります。純資産は1兆3075億
円であり、前年度から4億円増加しています。

流動資産（221億円）
1年以内に回収の期日が到来するもの

　税未収金7億円、保険料未収金22億円、その他未
収金5億円を計上しています。

　歳入歳出に属する現金を計上しています。官庁会
計における歳入歳出差引残額と一致します。

　財政調整基金146億円を計上しています。前年度に
比べ、3億円増加しています。



貸借対照表（負債・純資産の部）
（単位：百万円）

科目 令和5年度 令和4年度 増減額

負債の部

流動負債 10,947 11,625 △ 678 地方債（68億円）

地方債 6,841 7,432 △ 592
建設債 5,555 5,836 △ 280
特別債 1,285 1,597 △ 311

賞与引当金 1,739 1,658 81 賞与引当金（17億円）

その他 2,367 2,534 △ 167
 

固定負債 88,235 85,404 2,831
地方債 69,165 66,191 2,974

建設債 63,250 59,390 3,859
特別債 5,916 6,801 △ 885

退職手当引当金 15,698 15,150 548
その他 3,372 4,062 △ 691 地方債（692億円）

負債の部合計 99,182 97,030 2,153
純資産の部

純資産 1,307,510 1,307,091 419 退職手当引当金（157億円）

開始残高相当 1,216,659 1,216,659 -
収支差額 90,851 90,432 419

地方債（760億円）　※再掲

純資産の部合計 1,307,510 1,307,091 419
1,406,692 1,404,121 2,572

　うち建設債（688億円）

　うち特別債（72億円）

出資金（70億円）

基金（235億円）

　行政コスト計算書の収支差額を純資産に組み入れ
たことにより、前年度に比べ、4億円増加しています。

　法人等出資金54億円、公営企業会計出資金16億円を計上して
います。

　財政調整基金以外の基金を計上しています。前年度に比べ、23
億円減少しています。

負債及び純資産の部合計

※ 固定資産の増加につながる当年度の投資的支出額は169億
円で、主なものは次のとおりです。
　　消防事業 44億円、教育総務事業 22億円、小学校管理事業
22億円、公共用地先行取得事業 15億円、土木舎管理事業 13億
円、佐井寺西土地区画整理事業 12億円、中学校管理事業 11億
円

　流動負債と固定負債を合せると地方債残高は760
億円となり、前年度に比べ、24億円増加しています。

　財源補填のために発行した地方債です。
　当年度償還額16億円、起債額4億円で、前年度に
比べ、12億円減少しています。

地方債について
（流動68億円＋固定692億円）

　当年度末に全職員が自己都合退職した場合の退
職手当支給見込み額を負債として計上しています。

　資産形成のために発行した地方債です。
　当年度償還額59億円、起債額94億円で、前年度に
比べ、36億円増加しています。

純資産（1兆3075億円）
資産総額 － 負債総額

　負債は将来世代の負担であり、純資産は市民共有の財産である資産から将来世代が負担する
負債を差し引いたものです。
　世代間負担の公平性と、財務の健全性を表す指標として、純資産比率（資産合計に対する純
資産の割合）があります。当年度の吹田市の純資産比率は92.9%です。この割合が高ければ高い
ほど、現在の資産形成が過去及び現役世代の負担により賄われたもので、将来世代の負担が低
いことを表しており、財務的健全性が高いと言えます。

流動負債（109億円）
1年以内に履行の期日が到来するもの

　翌年度に支払うことが予定されている期末手当及
び勤勉手当並びにそれらに係る共済費のうち当年度
の負担相当額を負債として計上しています。

　地方債残高のうち、翌年度の償還予定額を計上し
ています。

　地方債残高のうち、流動負債を除いた金額を計上
しています。

固定負債（882億円）
流動負債以外のもの
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行政コスト計算書

（単位：百万円）

科目 令和5年度 令和4年度 増減額

経常収支の部

経常収入 205,444 204,559 885 経常収入

地方税 71,744 70,531 1,213 　その他（76億円）

税関連交付金等 15,830 15,067 764 　前年度に比べ、20億円増加しました。

国民健康保険等保険料 18,297 18,366 △ 69
国民健康保険等関連交付金 7,948 7,461 487
使用料及び手数料 2,723 2,685 38
国府支出金（経常費用充当） 81,349 84,870 △ 3,521
その他 7,553 5,579 1,974

経常費用 208,188 206,574 1,614 経常費用

給与関係費 25,308 24,912 396 　社会保障扶助費（317億円）

物件費 30,372 30,890 △ 518 　前年度に比べ、7億円増加しました。

維持補修費 2,932 2,483 449
社会保障扶助費 31,664 30,993 671
負担金・補助金・交付金等 103,307 102,031 1,276
減価償却費 10,505 10,698 △ 193
徴収不能引当金繰入額 66 808 △ 742 　負担金・補助金・交付金等（1033億円）

賞与引当金繰入額 1,739 1,658 81 　前年度に比べ、13億円増加しました。

退職手当引当金繰入額 1,371 1,279 92
支払利息 488 473 16
その他 434 348 86

経常収支差額 △ 2,744 △ 2,015 △ 728
特別収支の部

特別収入 3,739 5,338 △ 1,600
国府支出金 2,156 1,519 637
その他 1,583 3,819 △ 2,236

特別費用 576 183 394
固定資産除売却損 98 16 83 特別収入

減損損失 - - - 　その他（16億円）

その他 478 167 311 　前年度に比べ、22億円減少しました。

特別収支差額 3,162 5,156 △ 1,993
当期収支差額 419 3,140 △ 2,722

　道路事業　9億円（△25億円）

収入の構成 　　費用の構成 特別費用

　その他（5億円）

　前年度に比べ、3億円増加しました。

経常収支の部
通常の行政活動に関する収支

　主な内訳（カッコ内は前年度からの増減）：
　　生活保護事業　104億円（＋3億円）
　　私立保育所等事業　91億円（＋6億円）
　　子育て支援給付事業　75億円（＋1億円）

　主な内訳（カッコ内は前年度からの増減）
　　ごみ処理事業　7億円（＋1億円）
　　小学校管理事業　6億円（＋3億円）
　　市庁舎管理事業　6億円（＋1億円）
　　私立保育所等事業　6億円（＋1億円）
　　公園緑地事業　5億円（＋5億円）

　主な内訳（カッコ内は前年度からの増減）
　　道路事業　5億円（＋3億円）

　その他（16億円）のうち、受贈財産評価収入
の主な内訳（カッコ内は前年度からの増減）：

行政コスト計算書

　行政コスト計算書は、一会計期間の行政サービスの提供に要した費用とそれを賄うための財源
である収入及び収支差額を表示し、市民等の負担と受益の関係を明らかにすることを目的として
作成する計算書です。減価償却費や引当金繰入額など現金を伴わない費用についても計上しま
す。
　経常収支差額△27億円と特別収支差額32億円を合わせた当年度収支差額は4億円となりまし
た。

特別収支の部
特別の事情により発生する収支

　主な内訳（カッコ内は前年度からの増減）：
　　国民健康保険事業　330億円（△3億円）
　　介護保険運営事業　285億円（＋17億円）
　　後期高齢者医療事業　63億円（＋3億円）
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キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

科目 令和5年度 令和4年度 増減額

行政サービス活動

経常収入 203,928 204,290 △ 362
地方税 71,766 70,515 1,251
税関連交付金等 15,830 15,067 764
国民健康保険等保険料 18,351 18,290 61
国民健康保険等関連交付金 7,948 7,461 487
使用料及び手数料 2,724 2,685 39
国府支出金（経常支出充当） 81,349 84,870 △ 3,521
その他 5,959 5,402 557

経常支出 196,519 194,657 1,862
給与関係費 27,755 27,787 △ 32
物件費 30,372 30,890 △ 518
維持補修費 2,932 2,483 449
社会保障扶助費 31,664 30,993 671
負担金・補助金・交付金等 103,307 102,031 1,276
支払利息 488 473 16
その他 - - -

特別収入 - - -
特別支出 - - -

行政サービス活動収支差額 7,407 9,634 △ 2,226
投資活動

投資活動収入 9,608 8,216 1,393
国府支出金（公共施設等整備） 2,156 1,519 637
基金繰入金（取崩額） 5,835 4,537 1,298
その他 1,617 2,160 △ 542

投資活動支出 21,042 15,645 5,397
公共施設等整備支出 16,874 11,535 5,340
基金積立金 3,843 3,784 59
その他 325 326 △ 2

投資活動収支差額 △ 11,433 △ 7,429 △ 4,004
行政活動キャッシュ・フロー収支差額 △ 4,026 2,204 △ 6,231
財務活動

財務活動収入 9,840 7,580 2,260
地方債 9,840 7,580 2,260
その他 - - -

財務活動支出 8,738 9,026 △ 288
地方債償還金 7,458 7,609 △ 151
その他 1,281 1,417 △ 136

財務活動収支差額 1,102 △ 1,446 2,547
収支差額合計 △ 2,924 759 △ 3,683
前年度からの繰越金 6,721 5,963 759
翌年度繰上充用金 - - -
当年度繰上充用金 - - -
当期末現金預金残高 3,797 6,721 △ 2,924

行政サービス活動

　経常的な行政サービスを提供するため
の現金の収支を表します。

　この区分の収支差額が大きいほど、支出
の自由度が高いことを意味します。

投資活動

　固定資産の取得及び売却、基金の積立
及び取崩、貸付、出資等に係る現金の収
支を表します。

　行政サービス活動収支差額が74億円と
なり、前年度に比べ、22億円減少しまし
た。

　財務活動収支差額が11億円となり、前年
度に比べ、25億円増加しました。

キャッシュ・フロー計算書

　キャッシュ・フロー計算書は、一会計期間の資金収支を３つの活動区分（行政サービス活
動、投資活動、財務活動）に分けて表示したものです。活動区分に分けることにより、現金収
入が税収によるものか、借入によるものかといった違いや、現金支出が施設の建設や改良のた
めの投資的な支出であるのか、過去の借入金の返済なのかといった違いを表しています。
　行政サービス活動収支差額は74億円であり、投資活動収支差額△114億円、財務活動収支差額
11億円と合わせて、収支差額合計は△29億円でした。

　この区分の収支差額のマイナスが大き
いほど、資産形成が進んでいることを意味
します。

財務活動

　外部からの資金調達とその返済に係る
現金の収支を表します。

　この区分の収支差額のマイナスが大き
いほど、負債が減少していることを意味し
ます。

　投資活動収支差額が△114億円となり、
前年度に比べ、40億円減少しました。

各会計合算財務諸表≪ダイジェスト版≫



純資産変動要因の分析

Ⅰ　行政サービスの提供に寄与する資産のうち負債を伴わない額の増減 ＋  45億円

　　（主な要因）
　　　新たな施設の建設や更新等による建物等の資産の増加 ＋ 181億円
　　　受贈による土地、建物等の資産の増加 ＋  15億円
　　　建物等、資産のために発行した地方債の増加 △  49億円
　　　施設の老朽化及び資産価値の低下（減価償却） △ 105億円

Ⅱ　資産の裏付けのない負債の増減 ＋   7億円

　　（主な要因）
　　　財源補填のために発行した地方債の減少 ＋  12億円
　　　退職手当引当金（全職員が退職した際の退職手当の要支給額）の増加 △   5億円

Ⅲ　その他の増減（翌年度以降の財源となる資産など） △   47億円

　　（主な要因）
　　　現金預金の減少 △  29億円
　　　取り崩しによる基金の減少 △  20億円
　　　未収金の増加 ＋　 3億円

　純資産変動計算書は、純資産の一会計年度の変動を明らかにすることを目的として作成する計
算書です。
　当年度の純資産は、行政コスト計算書の収支差額4億円を反映して4億円増加し、1兆3075億円
となりました。

純資産変動計算書

　公共施設などの固定資産からその取得のための借入金（地方債）を差し引いた金額であり、当
年度の市民の負担や利用により固定資産が変動した金額を表します。

　資産の裏付けのない負債（将来世代の受益を伴わない負担）の増減による純資産の変動を表し
ています。



 ２　財務諸表の分析

（１）主な財務分析（財務諸表に表れた数値を用いて各種の比率を算出）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（２）市民一人当たりの資産、負債、収入、費用の状況

　前年度に比べ、市民一人当たりの資産は3,851円減少、負債は4,899円増加しました。

円 円 円 円 円 人

円 円 円 円 円 人

円 円 円 円 円 人

※ 人口は各年度末（3月31日時点）の数値を使用

（３）３か年の推移

381,238

増　　　　減 △ 3,851 4,899 △ 8,751 775 2,664 1,098

令和4年度 3,683,055 254,512 3,428,544 536,565 541,851

経常費用 人　口

令和5年度 3,679,204 259,411 3,419,793 537,340 544,515 382,336

資産 負債 純資産 経常収入

純資産比率 ＢＳ純資産／ＢＳ資産合計
資産のうち、これまでの世代及び将来の世代
の負担割合が把握できます。

92.9 93.1

8.1

投資活動支出対
減価償却費比率

ＣＦ公共施設等整備支出／ＰＬ減価
償却費

その年度の施設の老朽化の進行に対し、新
設・改良などの対応を行った割合が把握でき
ます。

160.6 107.8

令和5年度

徴収不能引当率
ＢＳ（未収金及び貸付金に係る徴収
不能引当金）／ＢＳ（未収金、貸付
金の合計）

未収金や貸付金などの金銭債権のうち回収
が困難と見込まれる割合で、適正な債権管
理を行ううえで必要な指標です。

5.5

令和4年度

施設維持補修費
比率

ＰＬ維持補修費／ＢＳ固定資産取得
価額（建物及び工作物）

施設老朽化比率と合せて、施設の維持補修
の合理性や効率性を検証することができま
す。

0.7 0.6

施設老朽化比率
ＢＳ減価償却累計額／ＢＳ固定資
産取得価額（建物及び工作物）

施設の更新計画や修繕計画の立案に有用な
情報を把握することができます。

58.9 59.0

財務分析

指標 方法・算式 目的・意味
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